
                                       
 

 

 

 
 

 

 

 

 

「冬季無災害運動」を実施します 
～運動期間中に労働局長パトロールを実施～ 

 

冬季無災害運動は、凍結等による転倒災害等の冬場の労働災害防止を目的に、北

陸ブロック（新潟県、富山県、石川県、福井県）の労働局における共通の取組みと

して、平成 25 年度から実施しているものです。 

今年も、石川労働局（局長 小奈健男）及び各労働基準監督署では、期間中、各職

場における労働災害防止活動の総点検や、北陸ブロックの労働局において共同で作

成したポスターの掲示等の取組を呼びかけることとしております。 

また、石川労働局管内では労働災害の多発傾向が続いており（死傷者数 856 人（10

月末速報値）、対前年同月比 13.8％増）、転倒災害の増加する冬季を迎え、さらなる

増加が懸念されるところです。 

そのため、冬季無災害運動の実施に併せ、管内における冬季の労働災害防止に対

する注意喚起を目的として、年末年始等の業務繁忙による労働災害の増加が危惧さ

れる小売業の事業場に対して、下記②のとおり石川労働局長によるパトロールを実

施いたしますので、その趣旨を御理解いただき、各報道機関の皆様の積極的な取材

をお願い申し上げます（撮影可）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石川労働局 Press Release 
石川労働局労働基準部 

担当  健 康 安 全 課 長  藤井健人   

地方産業安全専門官 光谷正樹 

     連絡先  076-265-4424 

石 川 労 働 局 発 表 
平成 29年 12 月 1 日（金） 
 

厚生労働省 

① 冬季無災害運動 

１ 期 間 

平成 29 年 12 月１日（金）～平成 30 年 2 月 28 日（水） 

２ 石川労働局での取組 

   ○ 石川労働局長による安全パトロールの実施（下記②参照） 

   ○  ポスター、チラシの配布等による周知啓発 

３ 労働基準監督署での取組 

○ 冬季労働災害防止を目的とした事業場への監督指導等 

○ 各種指導会における周知啓発     

 
② 石川労働局長によるパトロール 

１ 実施日時 

       平成 29 年 12 月 8 日（金）  午後 1 時 30 分～ 

２ 実施対象 

       アピタ松任店（白山市幸明町 280） 

  ３ 実施者 

     石川労働局   局長 小奈健男 他 3 名 





 
石川労働局 

冬季における転倒災害は、最深積雪（㎝）に比例し、最低気温（℃）が低いほど増加

する傾向にあります。これは、路面の積雪や凍結により滑って転倒する労働者が増え

るためで、特に従業員駐車場から建物入口までの移動の際に多く発生しています。わ

ずかな距離だからと油断せず、以下のチェックリストを活用し、この冬の転倒災害防

止に万全の対策を講じましょう。 

◎積雪及び凍結時は転倒に注意！ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

冬季は、スリップ等による交通事故も多発します。転倒災害防止のためにも、時

間に余裕をもった行動を心がけましょう。 

№ チェック項目 チェック欄 

1 積雪・凍結路面に適した靴を履いていますか。 
 

2 
従業員駐車場から建物入口までの除雪、凍結対

策等を行っていますか。 

 

3 
建物内入口付近の床面が濡れたままとなっていま

せんか。 

 

4 
降雪、凍結が予想される際、従業員に注意喚起を

行っていますか。 

 

5 
冬季の交通事故防止について従業員教育を行っ

ていますか。 
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13.8%

年別　 金沢署 小松署 七尾署 穴水署

死
亡
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亡
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死
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死
亡

死
亡

死
亡

死
亡

死
亡

10 856 9 752 1 104 13.8% 3510 6443 1170 1171 3114 97 3 62 2 41

　 01  食料品 49 41 8 19.5% 30 26 12 7 6 5 1 3

02  繊維工業 24 16 8 50.0% 10 4 5 5 7 6 2 1

 03  衣服その他繊維 4 1 3 300.0% 1 2 1 1

 04  木材・木製品 1 5 9 1 ▲4▲44.4% 1 1 2 2 1 4 1 1 2

05  家具・装備品 3 3 0 0.0% 3 1 1 1

06  パルプ等 1 4 ▲3▲75.0% 1 2 1 1

07  印刷・製本 5 3 2 66.7% 4 3 1

08  化学工業 12 1 11▲1 1 9.1% 6 1 4 3 5 3 2

09  窯業土石 13 12 1 8.3% 2 3 4 6 5 3 2

10  鉄鋼業 5 8 ▲3▲37.5% 3 4 1 1 1 3

11  非鉄金属 1 1 0 0.0% 1 1

12  金属製品 41 27 14 51.9% 26 13 9 11 6 3

13  一般機械器具 38 1 33▲1 5 15.2% 16 1 21 19 9 3 3

14  電気機械器具 6 11 ▲5▲45.5% 2 6 3 3 1 2

15  輸送用機械 11 3 8 266.7% 5 1 4 1 1 1 1

16  電気・ガス

17  その他の製造業 23 18 5 27.8% 14 11 4 4 2 2 3 1

1 241 2 201▲1 40 19.9% 124 2100 67 56 39 35 1 11 10

02 1 3 1 3 1 1 2

01　土木工事 3 22 2 21 1 1 4.8% 1 10 1 12 1 4 4 4 2 1 4 1 3

02　木造家屋建築 1 23 21 1 2 9.5% 9 6 5 2 4 10 1 5 3

02　建築工事 1 61 55 1 6 10.9% 36 22 11 14 6 14 1 8 5

03　その他の建設業 2 25 12 2 13 108.3% 13 5 3 4 2 8 3 1

6 108 2 88 4 20 22.7% 1 59 1 39 1 18 22 2 18 19 2 13 1 8

01  鉄道等 2 3 ▲1▲33.3% 2 2 1

02  道路旅客 10 4 6 150.0% 9 3 1 1

03  道路貨物運送 99 1 83▲1 16 19.3% 75 56 12 18 10 8 2 1 1

04  その他の運輸交通業

111 1 90▲1 21 23.3% 86 61 13 18 10 9 2 1 2

05 9 2 7 350.0% 6 1 1 1 1 1

01  農業 8 7 1 14.3% 6 6 2 1

02  林業 13 9 4 44.4% 1 1 1 3 1 8 7

21 16 5 31.3% 7 6 3 2 3 1 8 7

07 10 8 2 25.0% 4 3 1 3 4 2 1

01  卸売業 20 1 20▲1 0 0.0% 14 1 16 4 2 2 2

02  小売業 2 93 82 2 11 13.4% 1 61 54 15 16 1 9 5 8 7

03  理美容業 1 1 1

04  その他の商業 7 1 7▲1 0 0.0% 6 1 4 1 3

2 121 2 109 0 12 11.0% 1 82 2 74 20 21 1 11 7 8 7

09 7 8 ▲1▲12.5% 6 7 1 1

10

11 18 12 6 50.0% 9 7 3 4 4 1 2

12 9 11 ▲2▲18.2% 7 10 1 1 1

02  社会福祉施設 42 1 57▲1▲15▲26.3% 24 37 6 1 12 6 6 6 2

13 62 1 75▲1▲13▲17.3% 34 49 12 1 15 10 9 6 2

01  旅館業 22 23 ▲1 ▲4.3% 9 6 7 14 4 2 2 1

02  飲食店 29 16 13 81.3% 26 10 1 4 1 1 1 1

14 67 49 18 36.7% 39 22 14 20 9 4 5 3

15 37 1 49▲1▲12▲24.5% 25 1 37 8 8 4 4

16 2 ▲2▲100.0% 2

17 32 32 0 0.0% 21 25 7 3 2 3 2 1

2 353 4 347▲2 6 1.7% 1223 3233 65 1 72 1 40 29 25 13

平成２９年労働災害発生状況（速報値）
平成29年10月31日現在
石 川 労 働 局
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平成２９年１０月３１日現在
石    川    労    働    局

番号 署別 発生月 業種 年齢 事故の型 起因物 発生状況

1 七尾 1月
新聞販売業
（小売業）

60代 交通事故 トラック 　早朝、新聞配達のため道路を横断中、トラックにはねられた。

2 金沢 2月 小売業 60代
高温  ・  低温
の物との接触

そ の 他 の
装置・設備

　店舗において、電気ストーブから被災者の衣服に引火し、全身火傷
を負い､急性呼吸窮迫症候群により死亡した。

3 金沢 2月
河川土木工事業
（土木工事）

40代 墜落・転落
建築物、
構築物

　水路工事において、法面整形中、高さ約１ｍの小段（法面途中の50
ｃｍ程度の水平面）から水路へ転落した。

4 穴水 2月 製材業 50代 激突され
移 動 式
クレーン

　丸太をはさみ状の用具にて一点吊りで玉掛けし、他の作業員が移
動式クレーンを使用して仮置き場へ移動させる際、荷の丸太が傾き、
玉掛けが外れ、移動させていた丸太が近くにいた被災者に激突した。

5 穴水 3月
木 造 家 屋
建築工事業

70代 墜落・転落
 屋根、はり
 もや、けた
 合掌

　屋根の葺き替え工事において、降雨により作業を中断し、屋根から
降りるため移動していたところ、屋根から墜落した。

6 金沢 4月 砂利採取業 70代 墜落・転落
不整地
運搬車

　土砂の掘削、搬出を行う表土剥ぎの作業中、不整地運搬車を運転
して土砂の搬出をしていたところ、路肩から不整地運搬車ごと転落し
た。

7
・
8
七尾 5月 その他の建設業

50代
・
40代

墜落・転落
移動式
クレーン

　現場周辺の木を伐採するため搭乗用搬器に乗り、その搬器を移動
式クレーンで吊り上げ、ジブを徐々に倒していき作業半径が約28ｍと
なったとき、突然、ジブが縮み、搬器ごと墜落した。（搬器に乗ってい
た2人が死亡）

9 小松 6月
トンネル建設工事業
（土木工事）

60代 墜落・転落 伐木等機械
　法面に設けた工事用道路でグラップルを使用して伐採木等の集積
作業を行っていたところ、工事用道路の路肩の一部が崩壊し、グラッ
プルごと約10ｍ下に転落した。

10 穴水 8月
土地整理土木工事業

（土木工事）
70代

はさまれ、
巻き込まれ

軌道装置
　小型の仮設式単軌条運搬機（いわゆるモノレール）を利用して、集水
用溜桝を設置する作業中に、軌条付近で型枠部材を探していたとこ
ろ、後退してきた単軌条運搬機の荷台に体を挟まれた。

速報であり、変更する場合があります。

平成29年　死亡災害発生状況（速報）
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【参考：平成 29 年労働災害発生状況の分析（平成 29 年 10 月末速報値）】 
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総計としては 13.8％と大幅増加。 

昨年大きく減少した工業的業種に

増加がみられるほか、商業におい

ては増加した昨年よりさらに増加

している。 

事故の型別では、転倒災害及び墜

落・転落災害の増加が著しく、労

働災害増加の要因となっている。 

転倒災害については、商業及び接

客娯楽業での増加が顕著である。 

【業種別増減（対前年 10月末）】 

【事故の型別増減（対前年 10月末）】 

【転倒災害における業種別増減（対前年 10月末）】 
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